
 

 

 

 

                            
 

 

 

 

 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

平成２５年度事業報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

 

 

 

 

 



目次 

1. 国民の皆様へ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

2. 基本情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 

3. 簡潔に要約された財務諸表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

4. 財務諸表の科目 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

5. 財務情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

6. 事業の説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

7. 平成25年度業務実績  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26 

 I. 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため 

         にとるべき措置  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 

   I.1.宇宙利用拡大と自立性確保のための社会インフラ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 

     I.1.(1)測位衛星・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 

     I.1.(2)リモートセンシング衛星・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

     I.1.(3)通信・放送衛星・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・42 

     I.1.(4)宇宙輸送システム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44 

   I.2. 将来の宇宙開発利用の可能性の追求 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 

     I.2.(1)宇宙科学・宇宙探査プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 

     I.2.(2)有人宇宙活動プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・69 

     I.2.(3)宇宙太陽光発電研究開発プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77 

   I.3. 航空科学技術  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・78 

     I.3.(1)環境と安全に重点化した研究開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・78 

     I.3.(2)航空科学技術の利用促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・82 

   I.4. 横断的事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84 

     I.4.(1)利用拡大のための総合的な取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84 

     I.4.(2)技術基盤の強化及び産業競争力の強化への貢献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・88 

     I.4.(3)宇宙を活用した外交・安全保障政策への貢献と国際協力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・97 

     I.4.(4)相手国ニーズに応えるインフラ海外展開の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・101 

     I.4.(5)効果的な宇宙政策の企画立案に資する情報収集・調査分析機能の強化・・・・・・・・102 

     I.4.(6)人材育成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・103 

     I.4.(7)持続的な宇宙開発利用のための環境への配慮・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・110 

     I.4.(8)情報開示・広報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・111 

     I.4.(9)事業評価の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・114 

 II. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・115 

   II.1. 内部統制・ガバナンスの強化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・115 

     II.1.(1)情報セキュリティ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・115 



     II.1.(2)プロジェクト管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・116 

     II.1.(3)契約の適正化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・118 

   II.2. 柔軟かつ効率的な組織運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・120 

   II.3. 業務の合理化・効率化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・122 

     II.3.(1)経費の合理化・効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・122 

     II.3.(2)人件費の合理化・効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123 

   II.4. 情報技術の活用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・124 

 III. 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・126 

 IV. 短期借入金  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・127 

 V. 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分 

    に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・127 

 VI. 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・128 

 VII. 剰余金の使途  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・129 

 VIII. その他主務省令で定める業務運営に関する事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・130 

   VIII.1. 施設・設備に関する事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・130 

   VIII.2. 人事に関する計画  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・131 

   VIII.3. 安全・信頼性に関する事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・132 

   VIII.4. 中期目標期間を超える債務負担   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・135 

    VIII.5. 積立金の使途  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・135 



１．国民の皆様へ 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構(Japan Aerospace Exploration Agency-JAXA)は、平

成 25 年 4 月から 5 ヵ年の第 3 期中期目標期間に入りました。その初年度である平成 25 年

度は、第４期科学技術基本計画(平成 23 年 8 月閣議決定)、宇宙基本計画(平成 25 年 1 月宇

宙開発戦略本部決定)の制定など機構をとりまく事業環境の変化に対応すべく、理事長の強

いリーダーシップの下、創立 10 周年を迎えた機構の新たな活動方針と、これに沿った経営

理念、行動宣言、コーポレートスローガンを策定し、役職員が新しい事業を始める気持ちを

持って活動に取り組みました。特に、機構が「政府全体の宇宙開発利用を技術で支える中核

的実施機関」となり、また「社会・経済に影響を与える研究開発を先導的に進める」ための

方向性を示すとともに、それを具現化するための組織改正を進めました。また、機構が実施

する事業の社会的意義・価値が明らかになるよう、社会にどのように役立つかの視点(アウ

トカム視点)を意識し、安全保障の確保、宇宙航空分野の利用の促進・裾野拡大、産業振興

及び国際競争力の強化等に資する活動に取り組みました。 

 

このような環境変化の下、具体的な取組みとして、関係機関のご協力を仰ぎつつ、米国へ

の宇宙状況監視(SSA)情報の提供の技術面での貢献、機構の知的財産・観測データ等の利用

拡大、新事業促進室を通じた民間事業者等への支援を開始するなど事業遂行に努めました。

また、若田宇宙飛行士の宇宙ステーションコマンダー(第 39 次船長)就任、基幹ロケット

(H-IIA 及び H-IIB)・イプシロンロケット試験機の打上げ成功、補給船「こうのとり」や人

工衛星等の着実な運用を含め、ミッションを喪失することなく計画を遂行することができま

した。 

 

 平成 25 年度の主な実績は以下のとおりであり、その中には当初の計画を上回る優れた成

果を上げることができたものもありました。 

 

○宇宙利用分野 

第一期水循環変動観測衛星「しずく」により取得した情報が、気象機関のみならず、農

林水産省、海上保安庁等国の行政機関、極地研究所、漁業情報サービスセンター、ウェザ

ーニュース社等でも新たに利用が開始され、社会インフラとして定着し始めました。陸域

観測技術衛星「だいち(ALOS)」の PRISM センサで撮影された衛星画像を活用し、新興国

におけるインフラ整備、世界で頻発する自然災害対策、水資源問題への対応等に利用可能

で、幅広い分野のソリューションへ活用できる「全世界デジタル 3D 地形データ」の提供

を民間企業が開始しました。更に、平成 26 年 5 月打上げの陸域観測技術衛星 2 号「だい

ち 2 号(ALOS-2)」の利用に向けて、従来の中央省庁等への提供に加え、国土交通省が新た

に整備する災害時の情報把握・集約を行う「電子防災情報システム」に観測データをオン

ラインで提供する仕組みを構築し、災害発生時の対応強化に貢献しました。 
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○宇宙輸送分野 

高い信頼性を有する H－ⅡA ロケットの現行の設計を変えることなく、機能追加や衛星

の軌道投入方法の工夫により国際競争力に係る機能・性能上の最大の課題である打上げ能

力を向上させ、打上げ輸送サービス事業者(三菱重工業)のカナダ大手通信衛星事業者からの

商業衛星打上げサービス受注に貢献しました。イプシロンロケット試験機の打上げ成功に

より、自律点検を可能にするシステム構築等の優れた技術力を実証し、我が国が自律的に

小型衛星を打ち上げる手段を確保しました。同ロケットは、毎年一回優れた新製品・サー

ビスに贈られる日経優秀製品・サービス賞の最優秀賞等を受賞するなど、宇宙分野を離れ

た活動としても高い評価を得ました。 

 

○宇宙科学・宇宙探査分野 

惑星分光観測衛星「ひさき」をイプシロンロケット試験機によって打ち上げ、NASA ハ

ッブル宇宙望遠鏡との木星協調観測を行う等、成果創出のための活動を進めました。また、

太陽観測衛星「ひので」データの解析により、大規模太陽フレアがどのような磁力線構造

で発生するのかを解明し、太陽物理学のみならず、人類の活動の場となりつつある宇宙空

間の環境把握(宇宙天気予報)にも貢献しました。 

 

○国際宇宙ステーション(ISS)分野 

我が国の有人宇宙関連技術が着実に向上し、国際的な信頼の証が、日本人初となる若田

飛行士の ISS コマンダー(第 39 次船長)就任という形で現れました。日本実験棟(JEM)「き

ぼう」の利用については、運用管制要員の削減や宇宙飛行士訓練の効率化等により、継続

的に運用経費を削減しつつ、これまでの知見をもとに、高品質なタンパク質結晶を生成で

きるといった JEM の強みを活かした利用成果の普及と企業ニーズへの対応を強化するこ

とや競争的資金を積極的に活用することで、国の生命科学・医学分野の戦略・最先端研究

への組み込みや、民間企業との連携が進展しました。 

 

○航空科学技術分野 

「災害救援航空機情報共有ネットワーク(D-NET)」の技術活用した新しい「集中管理型

消防防災ヘリコプター用動態管理システム」を、総務省消防庁が採用しました。D-NET の

利用拡大を通じ、複数の災害対応機関が救援活動に従事するような大規模災害への備えに

貢献しております。 

 

○情報技術 

機構の事業全般を支える研究開発の分野では、数値シミュレーション技術の高精度化を

進めた結果、試験に代わる検証技術を確立し研究開発プロセスの革新に繋がる成果を得ま

した。また、ソフトウェアエンジニアリング技術に関しても、これまで第三者によるソフ

トウェア独立検証(IV&V)は困難とされていた設計文書の無いソースコード検証について、

エラーパターンとソースコードの可視化技術を組み合わせることにより検証を可能とし、

ソフトウェアの信頼性向上を図りました。 
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○産業振興、国際競争力の強化 

産業振興への貢献として、機構法改正(平成 24 年 7 月)を踏まえ、各府省からの新たな事

業の検討依頼や、民間事業者からの要請に迅速かつ的確に対応して事業開拓を促進するこ

とを目的として設置した新事業促進室の活動を軌道に乗せました。民間事業者が抱える問

題等に対して、機構の技術的知見等を活かした援助及び助言を行うことで解決に貢献した

ほか、更に体制を強化するため制度構築等を行い、平成 26 年度に新事業促進センターを発

足させる環境を整備しました。また、政府が推進するインフラ海外展開に協力し、相手国

のニーズ把握、機構の技術の紹介、宇宙技術研修等を通じた人材育成を行いました。 

 

○国際協力 

国際的枠組みや各プロジェクト等を通じて推進された宇宙分野の国際協力は、国内外の

幅広い認知を得て、外交的役割を果たすようになっております。特に、アジア太平洋地域

宇宙機関会議(APRSAF)の枠組みを活用して、アジアの宇宙コミュニティの発展と日本に

対する信頼感の醸成に寄与しました。また、国連の常設委員会である宇宙空間平和利用委

員会の議長、国際宇宙航行連盟会長に機構の役員が就任し、議長提案により議論を主導し

ていますが、機構はこれを組織として支えております。更に、安全保障における日米協力

において、日米政府間の宇宙状況監視(SSA)に関する了解覚書に基づき、米国へのデブリ観

測・解析情報の早期提供に、技術面で貢献しました。 

 

○広報・教育 

広報、宇宙教育においては、理事長月例記者会見、タウンミーティングの全都道府県で

の開催、タイムリーなプレス発表など、説明責任を果たすため積極的な情報発信に引き続

き努め、プロジェクトの意義や成果を伝え、国民の理解増進を促進しました。また、青少

年への教育活動を進め、宇宙航空教育の実践活動の拡大に努めました。 

 

○業務運営 

引き続き、業務や経費の効率化に努めるとともに、野木レーダステーションの国庫納付

手続きを完了させる等、政府の方針に沿って、資産や運営の見直しを着実に進めておりま

す。また、年度当初に外部からの不正アクセスによる情報漏えいや職員による不正経理事

案を許したが、これら事案に対する原因究明、再発防止策の策定、全社的リスク縮減活動

を通じた内部統制強化にも引き続き取り組みました。 

 

JAXA は「Explore to Realize」という新たなコーポレートスローガンのもと、宇宙と航

空の分野で、常に一歩先をゆく技術開発を自ら行いながら、更に内外の英知を結集させるこ

とで、人類社会の発展に着実に貢献する成果を生み出すよう努力して参ります。 

 

これからも皆様のご支援､ご協力をお願いいたします。 
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２．基本情報  

(1) 法人の概要 

①目的  

大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術(宇宙に関する科学技術をいう。以

下同じ。)に関する基礎研究及び宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、打上げ、追

跡及び運用並びにこれらに関連する業務を、宇宙基本法 （平成二十年法律第四十三号）第二条 の宇

宙の平和的利用に関する基本理念にのっとり、総合的かつ計画的に行うとともに、航空科学技術に関

する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに関連する業務を総合的に行うことによ

り、大学等における学術研究の発展、宇宙科学技術及び航空科学技術の水準の向上並びに宇宙の開

発及び利用の促進を図ることを目的とする。  

（独立行政法人宇宙航空研究開発機構法第４条）  

 

② 業務の範囲  

一． 大学との共同その他の方法による宇宙科学に関する学術研究を行うこと。  

二． 宇宙科学技術及び航空科学技術に関する基礎研究並びに宇宙及び航空に関する基盤的研究

開発を行うこと。  

三． 人工衛星等の開発並びにこれに必要な施設及び設備の開発を行うこと。  

四． 人工衛星等の打上げ、追跡及び運用並びにこれらに必要な方法、施設及び設備の開発を行うこ

と。  

五． 前各号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  

六． 第三号及び第四号に掲げる業務に関し、民間事業者の求めに応じて援助及び助言を行うこと。 

七． 機構の施設及び設備を学術研究、科学技術に関する研究開発並びに宇宙の開発及び利用を

行う者の利用に供すること。  

八． 宇宙科学並びに宇宙科学技術及び航空科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及び

その資質の向上を図ること。  

九． 大学の要請に応じ、大学院における教育その他その大学における教育に協力すること。  

一〇． 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。  

（独立行政法人宇宙航空研究開発機構法第１８条）  

 

③ 沿革  

2003 年（平成 15 年）10 月 文部科学省宇宙科学研究所(ISAS)、独立行政法人航空宇宙技術研究所

(NAL)、宇宙開発事業団(NASDA)が統合し、独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）が発足。 

 

④ 設立根拠法  

独立行政法人宇宙航空研究開発機構法(平成 14 年法律第 161 号) 

 

⑤ 主務大臣（主務省所管課等）  

文部科学大臣 （研究開発局 宇宙開発利用課） 

総務大臣 （情報通信国際戦略局 宇宙通信政策課） 
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内閣総理大臣（内閣府 宇宙戦略室） 

経済産業大臣（製造産業局 航空機武器宇宙産業課 宇宙産業室） 
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執行役　　伊東　康之 理  事  長　　 奥村　直樹
執行役　　岩宮　敏幸 副理事長　 　 樋口　清司 監　　事    　城野　宜臣
執行役　　須田　秀志 理　　　事　　　山浦　雄一 監　　事　　　高橋　光政
執行役　　井澤　一朗 理　　　事　　　加藤　善一

理　　　事　　　遠藤　守 監事室　　　　 （兼務）砂坂　盛雄

理　　　事　　　山本　静夫
理　　　事　　　長谷川　義幸
理　　　事　　　中橋　和博
理　　　事　　　常田　佐久

経営企画部　　　　　 浜崎　敬
宇宙輸送ミッション本部 研究開発本部

広報部　　　 寺田　弘慈 本部長　 （兼務）遠藤　守 本部長　 （兼務）中橋　和博
本部長代理　 （兼務）伊東　康之

評価・監査室　　　 庄司　義和 [宇宙輸送系技術戦略統括] （兼務）宇治野　功
研究推進部　　　　　　　　　 今井　良一

総務部　　　　　　　 倉崎　高明 事業推進部　　　　　　　　　　　　 布野　泰広
S&MAマネージャ （兼務）山田　昇

人事部　　　　　　　 有賀　輝 宇宙輸送安全計画室　　　　　 加納　康臣
誘導・制御グループ 山中　浩二

財務部　　　　　　 池川　和彦 S&MAマネージャ 佐藤　長未 軌道・航法グループ （兼務）石井　信明
推進系グループ （事取）伊東　康之

契約部　　　　　　 鈴木　和弘 打上安全評価室　　　　　　　　 江口　昭裕 熱グループ 杉田　寛之
電子部品・デバイス・材料グループ 田村　高志

調査国際部　　　　　 吉村　善範 [宇宙輸送系研究開発統括] 中村　富久 電源グループ 艸分 宏昌
通信・データ処理グループ 谷島　正信

　ワシントン駐在員事務所　 佐藤　雅彦 宇宙環境グループ 松本　晴久
　パリ駐在員事務所　　 荒木　秀二 沖田　耕一 衛星構造・機構グループ 清水　隆三
　バンコク駐在員事務所　　 佐々木 亨

宇宙実証研究共同センター 井上　浩一
セキュリティ統括室 宗永　隆男 苅田　丈士 未踏技術研究センター 平子　敬一

筑波宇宙ｾﾝﾀｰ管理部　 宮地　雄二
泉　達司

産業連携センター 佐藤　隆久 輸送系先進基盤開発室 川上　道生 宇宙科学研究所
所長　 （兼務）常田　佐久

ｲﾌﾟｼﾛﾝﾛｹｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）森田　泰弘
［副所長］ （兼務）稲谷　芳文

［統括チーフエンジニア］ （兼務）本間　正修 基幹ﾛｹｯﾄ高度化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 藤田　猛 科学推進部　　　　　 石井　康夫
チーフエンジニア 宇治野　功
チーフエンジニア （兼務）中川　敬三 鹿児島宇宙ｾﾝﾀｰ　　　 長尾　隆治 宇宙科学国際調整主幹 （兼務）藤本　正樹
チーフエンジニア 渡辺　重哉 宇宙科学広報・普及主幹 （兼務）阪本　成一
チーフエンジニア （兼務）満田　和久 ＿内之浦宇宙空間観測所 （兼務）峯杉　賢治
チーフエンジニア 原田　力 ［研究総主幹］ （兼務）満田　和久

角田宇宙ｾﾝﾀｰ （兼務）野田　慶一郎 宇宙物理学研究系　　　　 （研究主幹）高橋　忠幸
チームエンジニア室 小川　眞司 太陽系科学研究系　　 （研究主幹）藤本　正樹

学際科学研究系　　　　　　 （研究主幹）吉田　哲也
第一衛星利用ミッション本部 宇宙飛翔工学研究系　　　　　 （研究主幹）森田　泰弘

［情報化統括］ （兼務）井澤　一朗 本部長　 （兼務）山本　静夫 宇宙機応用工学研究系　　 （研究主幹）橋本　樹明

情報・計算工学ｾﾝﾀｰ 嶋　英志 事業推進部　　　　　　　　　　 舘　和夫 ［宇宙科学プログラムディレクタ］ （兼務）稲谷　芳文
宇宙科学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・ｵﾌｨｽ 上野　宗孝

情報システム部 中村　泰 統合運用ｼｽﾃﾑ研究開発室 内藤　一郎 SE推進室 （兼務）紀伊 恒男
S&MAマネージャ 清水　幸夫

衛星測位システム技術室 平林　毅 あけぼのプロジェクトチーム　　　 （兼務）松岡　彩子
［信頼性統括］ （兼務）武内　信雄 GEOTAILプロジェクトチーム　　　 （兼務）篠原　育

S&MAマネージャ 泉田　昌之 ASTRO-EIIプロジェクトチーム　 （兼務）満田　和久
安全・信頼性推進部　　　　 川田　恭裕 SOLAR-Bプロジェクトチーム　　 （兼務）坂尾　太郎

[宇宙利用統括] （兼務）山本　静夫 INDEXプロジェクトチーム （兼務）齋藤　宏文
施設設備部　　　　　　　　 西田　隆 PLANET-Cプロジェクトチーム （兼務）中村　正人

衛星利用推進ｾﾝﾀｰ　 松浦　直人 Bepi Colomboプロジェクトチーム （兼務）早川　基
周波数管理室 中島　睦晴 ASTRO-Hﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）高橋　忠幸

地球観測研究ｾﾝﾀｰ　　 福田　徹 惑星分光観測衛星ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）澤井　秀次郎
統合追跡ﾈｯﾄﾜｰｸ技術部　　　　　　 成田　兼章 ＿地球観測ｾﾝﾀｰ （兼務）伊藤　崇 ｼﾞｵｽﾍﾟｰｽ探査衛星ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）高島　健

大気球実験室 （兼務）吉田　哲也
＿増田宇宙通信所 （兼務）小杉　史郎 ﾐｯｼｮﾝ運用ｼｽﾃﾑ推進室 竹島　敏明 観測ロケット実験室 （兼務）石井　信明
＿勝浦宇宙通信所 （兼務）小杉　史郎 能代ロケット実験場 （兼務）石井　信明
＿沖縄宇宙通信所 （兼務）小杉　史郎 [宇宙利用国際協力統括] （代理）石田　中 ISS科学プロジェクト室　 高柳　昌弘
＿臼田宇宙空間観測所 （兼務）山本　善一 科学衛星運用・ﾃﾞｰﾀ利用ｾﾝﾀｰ 菅原　正行

[衛星ｼｽﾃﾑ開発統括] （兼務）山本　静夫
環境試験技術ｾﾝﾀｰ　　　　　　　　　　　　　 中尾　正博 先進衛星技術開発室 中川　敬三 ［宇宙科学技術・専門技術統括］　　 （兼務）峯杉　賢治

GCOMﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 杢野　正明 ミッション機器系グループ （兼務）上野　宗孝
宇宙教育ｾﾝﾀｰ 広浜　栄次郎 GPM/DPRﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ　　 小嶋　正弘 基盤技術グループ （代理）餅原　義孝

EarthCARE/CPRﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 富田　英一 航法・誘導・制御グループ （兼務）石井　信明
大学・研究機関連携室 （兼務）藤井　孝藏 ALOS-2ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 大澤　右二 推進系グループ （兼務）成尾　芳博

熱・流体グループ （兼務）小川　博之
構造・機構・材料系グループ （兼務）佐藤　英一

第二衛星利用ミッション本部 電子部品・デバイス・電源グループ （兼務）廣瀬　和之
通信・データ処理グループ （兼務）川﨑　繁男

有人宇宙ミッション本部
　 本部長　 （兼務）長谷川　義幸 航空本部

本部長　 （兼務）中橋　和博
［国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
ﾏﾈｰｼﾞｬ］　 （兼務）三宅　正純

事業推進部 大貫　武
事業推進部 五味　淳

S&MAマネージャ 山田　昇
有人宇宙技術ｾﾝﾀｰ　 三宅　正純

対外協力推進室 後藤　勝行
宇宙船技術ｾﾝﾀｰ 田中　哲夫

［航空プログラムディレクタ］　　 （兼務）岩宮　敏幸
宇宙環境利用ｾﾝﾀｰ　　　　　　　 上垣内　茂樹 D-SENDﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 吉田　憲司

DREAMSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）張替　正敏
宇宙飛行士運用技術部　　　　　　　　　　　山本　雅文 航空技術実証研究開発室 二村　尚夫

機体システム研究グループ 村上　哲
有人ｼｽﾃﾑ安全・ﾐｯｼｮﾝ保証室 上森　規光 推進システム研究グループ 西澤　敏雄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 運航ｼｽﾃﾑ・安全技術研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 張替　正敏
ﾋｭｰｽﾄﾝ駐在員事務所　　　　　　　 酒井　純一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ［基盤技術統括］　 白水　正男
ﾓｽｸﾜ技術調整事務所　　　　　　　 小坂　明 風洞技術開発センター 浜本　滋

飛行技術研究センター 柳原　正明
複合材技術研究センター 岩堀　豊
構造技術研究グループ 中村　俊哉
空力技術研究グループ 越岡　康弘
数値解析技術研究グループ 松尾　裕一

月・惑星探査プログラムグループ
　　　　　　　　統括リーダ　 （兼務）長谷川　義幸

［月・惑星探査プログラムディレクタ］　 （兼務）國中 均 

事業推進室 （代理）川崎　一義

SE推進室 倉岡　今朝年

S&MAマネージャ （兼務）清水　幸夫

研究開発室 （代理）星野　健

はやぶさ２ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）國中 均 
注）セキュリティ上の理由により、一部の情報については掲載しておりません。

宇宙輸送系ｼｽﾃﾑ技術研究開発ｾﾝﾀｰ

宇宙輸送系推進技術研究開発ｾﾝﾀｰ

宇宙輸送系要素技術研究開発ｾﾝﾀｰ

⑥組織図

独立行政法人 宇宙航空研究開発機構                       （平成２６年３月３１日現在） 
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(2) 本社・支社等の住所  

（平成25年度末現在） 

・本社  

東京都調布市深大寺東町７－４４－１   

電話番号 0422-40-3000 

 

・事業所  

① 東京事務所  

東京都千代田区神田駿河台４－６ 御茶ノ水ソラシティ  

電話番号 03-5289-3600 

② 筑波宇宙センター  

茨城県つくば市千現２－１－１  

電話番号 029-868-5000 

③ 調布航空宇宙センター  

東京都調布市深大寺東町７－４４－１ 

電話番号 0422-40-3000  

④ 相模原キャンパス  

神奈川県相模原市中央区由野台３－１－１  

電話番号 042-751-3911  

⑤ 種子島宇宙センター  

鹿児島県熊毛郡南種子町大字茎永字麻津 

電話番号 0997-26-2111  

⑥ 内之浦宇宙空間観測所   

鹿児島県肝属郡肝付町南方１７９１－１３ 

電話番号 0994-31-6978  

⑦ 角田宇宙センター  

宮城県角田市君萱字小金沢１ 

電話番号 0224-68-3111  

⑧能代ロケット実験場  

秋田県能代市浅内字下西山１ 

電話番号 0185-52-7123  

⑨ 増田宇宙通信所  

鹿児島県熊毛郡中種子町増田１８８７－１  

電話番号 0997-27-1990  

⑩ 勝浦宇宙通信所  
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千葉県勝浦市芳賀花立山１－１４ 

電話番号 0470-73-0654  

⑪ 沖縄宇宙通信所  

沖縄県国頭郡恩納村字安富祖金良原１７１２  

電話番号 098-967-8211  

⑫ 臼田宇宙空間観測所  

長野県佐久市上小田切大曲１８３１－６ 

電話番号 0267-81-1230  

⑬ 地球観測センター  

埼玉県比企郡鳩山町大字大橋字沼ノ上１４０１ 

電話番号 049-298-1200  

 

・海外駐在員事務所  

① ワシントン駐在員事務所  

2120 L St., NW, Suite 205, Washington, DC 20037, U.S.A. 

電話番号 +1-202-333-6844 

② パリ駐在員事務所  

28 ｒue de Berri, 75008 Paris, France 

電話番号 +33-1-4622-4983 

③ バンコク駐在員事務所  

B.B.Bldg., Room 1502, 54 Asoke Road., Sukhumvit 21, Bangkok 10110, Thailand 

電話番号 +66-2260-7026 

④ ヒューストン駐在員事務所  

100 Cyberonics Blvd., Suite 201 Houston, TX 77058, U.S.A.  

電話番号 +1-281-280-0222 

⑤モスクワ技術調整事務所 

12 Trubnaya Street,Moscow 107045, Russia 

電話番号 +7-495-787-27-61 

 

・分室  

① 小笠原追跡所  

東京都小笠原村父島字桑ノ木山 

電話番号 04998-2-2522  

② バンコク分室 

B.B.Bldg., Room 1502, 54 Asoke Road., Sukhumvit 21, Bangkok 10110, Thailand 
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電話番号 +66-2260-7026 

③調布航空宇宙センター飛行場分室  

東京都三鷹市大沢６－１３－１  

電話番号 0422-40-3000  

④名古屋空港飛行研究拠点 

愛知県西春日井郡豊山町大字青山字乗房4520-4 

電話番号  0568-39-3515 

 

(3)資本金の状況 

（単位：百万円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 544,352 - 93 544,259
民間出資金 6 - - 6

計 544,358 - 93 544,265

区　　　　　分

資　本　金
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 (4)役員の状況 

（平成25年度末現在） 

役職 
（ふりがな） 

氏 名 
任期 担当 主要経歴 

理事長 
（おくむら なおき） 

奥村 直樹 

平成 25 年 4月 1日   

～ 

平成 30 年 3月 31 日 

  

昭和 48 年 3月 東京大学大学院応用物理学博士課程修了 

昭和 48 年 4月 新日本製鐵株式会社  

平成 11 年 6月 同 取締役  

平成 15 年 4月 同 常務取締役  

平成 17 年 4月 同 代表取締役副社長  

平成 19 年 1月  総合科学技術会議議員 

（平成 25年 1月 5日退任） 

副理事長 
（ひぐち きよし） 

樋口 清司 

平成 22 年 4月 1日    

～ 

平成 27年 3月 31日 

安全・信頼性推進

部担当 

昭和 44 年 3月 名古屋大学理学部数学科卒業 

昭和 52 年 6月  マサチューセッツ工科大学大学院（Ｍ 

ＩＴ）航空宇宙学科修了                                                             

昭和 44 年 10 月 宇宙開発事業団 

平成 12 年 7月  同 企画部長  

平成 15 年 10 月 (独)宇宙航空研究開発機構 理事 

平成 21 年 6月 有人宇宙システム(株)副社長   

理事 
(やまうら ゆういち） 

山浦  雄一 

平成 25 年 4月 1日 

～ 

平成 27年 3月 31日 

経営企画部、産業連

携センター、調査国

際部、情報・計算工

学センター、情報シ

ステム部、チーフエ

ンジニア室担当 

昭和 53 年 3月 東京大学大学院工学系研究科航空学専門  

課程修士課程修了  

昭和 53 年 4月 宇宙開発事業団  

平成 20 年 4月 (独)宇宙航空研究開発機構有人宇宙環境

利用ミッション本部事業推進部長  

平成 21 年 4月 同 経営企画部長  

平成 23 年 8月 同 執行役 

理事 
（かとう よしかず） 

加藤 善一 

平成 24 年 4月 1日     

～ 

平成 27年 3月 31日 

広報部、評価・監査

室、総務部、人事部、

財務部、契約部、施

設設備部、セキュリ

ティ統括室、宇宙教

育センター、筑波宇

宙センター管理部

担当 

昭和 57 年 3月 京都大学大学院理学研究科修士課程修了   

昭和 57 年 4月 科学技術庁  

平成 13 年 7月 文部科学省研究振興局 

研究環境・産業連携課長   

平成 20 年 7月 内閣府政策統括官付参事官   

平成 22 年 7月 文部科学省大臣官房審議官 

理事 
（えんどう まもる） 

遠藤 守 

平成 22 年 4月 1日     

～ 

平成 27年 3月 31日 

宇宙輸送ミッショ

ン本部担当 

昭和 51 年 3月 名古屋大学大学院工学研究科航空工学 

専攻修士課程修了                                              

昭和 51 年 4月 宇宙開発事業団 

平成 15 年 10 月 (独）宇宙航空研究開発機構宇宙基幹 

ｼｽﾃﾑ本部事業推進部長 

平成 19 年 4月 同 宇宙基幹システム本部Ｈ－ⅡＢ 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬ 

平成 20 年 4月 宇宙輸送ﾐｯｼｮﾝ本部宇宙輸送ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・ 

ｼｽﾃﾑｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ室長                    

理事 
（やまもと しずお） 

山本 静夫 

平成 25 年 4月１日   

～ 

平成 27年 3月 31日 

第一衛星利用ミッ

ション本部、周波数

管理室、統合追跡ネ

ットワーク技術部、

環境試験技術セン

ター、第二衛星利用

ミッション本部担

当 

昭和 52 年 3月 名古屋大学工学部航空学科卒業  

昭和 52 年 4月 宇宙開発事業団  

平成 21 年 4月 (独）宇宙航空研究開発機構人事部長  

平成 24 年 7月 同 宇宙利用ﾐｯｼｮﾝ本部宇宙利用統括  

平成 25 年 1月 同 執行役  
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役職 
（ふりがな） 

氏 名 
任期 担当 主要経歴 

理事 
(はせがわ よしゆき） 

長谷川 義幸 

平成 23 年 8月 1日     

～ 

平成 27年 3月 31日 

有人宇宙ミッショ

ン本部、月・惑星探

査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ担

当 

昭和 51 年 3月  芝浦工業大学大学院工学研究科電気工学

専攻修士課程修了 

昭和 51 年 4月 宇宙開発事業団 

平成 20 年 4月  (独)宇宙航空研究開発機構有人宇宙環境 

利用ﾐｯｼｮﾝ本部国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

ﾏﾈｰｼﾞｬ 

平成 21 年 4月 同 執行役 

理事 
(なかはし かずひろ） 

中橋 和博 

平成 24 年 4月 1日     

～ 

平成 27年 3月 31日 

研究開発本部、航空

本部担当 

昭和 54 年 3月 東京大学大学院工学系研究科博士課程 

修了 

昭和 54 年 4月 航空宇宙技術研究所  

昭和 63 年 7月 大阪府立大学工学部助教授  

平成 5年 10 月 東北大学工学部教授   

平成 19 年 4月 東北大学大学院工学研究科教授 

理事 
（つねた さく） 

常田 佐久 

平成 25 年 4月 1日   

～ 

平成 27年 3月 31日 

宇宙科学研究所、大

学・研究機関推進

室担当 

昭和 58 年 3月  東京大学大学院理学系研究科天文学専 

門課程博士課程修了  

昭和 61 年 1月  東京大学東京天文台助手  

平成 8年 8月  国立天文台太陽物理学研究系教授  

平成 16 年 4月 自然科学研究機構国立天文台太陽天体 

プラズマ研究部教授 

監事 
（じょうの よしふみ） 

城野 宜臣 

平成 23年 10月 1日    

～ 

平成 27年 9月 30日 

  

昭和 47 年 3月 広島大学政経学部経済学科卒業 

昭和 47 年 4月 ミノルタ株式会社 

平成 6 年 9月  同 上海事務所所長 

平成 19 年 4月 コニカミノルタホールディングス㈱執行

役・経営監査室長  

平成 21 年 6月 同 取締役（監査委員・報酬委員） 

（23 年 6月退任） 

監事 
（たかはし みつまさ） 

高橋 光政 

平成 25年 10月 1日    

～ 

平成 27年 9月 30日 

  

昭和 51 年 3月 東京大学法学部第 3類卒業  

昭和 51 年 4月 宇宙開発事業団  

平成 18 年 7月 （独）宇宙航空研究開発機構契約部長  

平成 23 年 4月 同 執行役 

 

 (5)常勤職員の状況 

 常勤職員は平成 25 年度末において 2,151 人（前期末比 3 人減少、0.2％減）であり、平均年齢は 42.8 歳

（前期末 42.7 歳）となっている。このうち、国等からの出向者は 32 人、民間からの出向者 328 人である。 
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３．簡潔に要約された財務諸表 

①貸借対照表 （単位：百万円）

金額 金額

流動資産 流動負債

現金及び預金 52,422 前受金 73,317

その他 132,644 その他 56,838

固定資産 固定負債

有形固定資産 437,892 資産見返負債 235,405

無形固定資産 4,860 長期リース債務 2,057

投資その他の資産 750 国際宇宙ステーション

未履行債務 22,080

その他 104

389,801

資本金

政府出資金 544,259

その他 6

資本剰余金 △ 288,637

繰越欠損金 16,862

238,766

628,567 628,567

純資産合計

資産の部 負債の部

負債合計

純資産の部

資産合計 負債純資産合計  

 

②損益計算書 （単位：百万円）

金額

207,192

業務費
人件費 15,763
減価償却費 49,483
その他 108,715

受託費
人件費 1,130
減価償却費 6,206
その他 19,906

一般管理費
人件費 4,261
減価償却費 94
その他 1,560

財務費用 74
その他 0

197,862

運営費交付金収益 71,693
補助金等収益 40,165
施設費収益 566
受託収入 21,428
その他 64,009

△ 2,431

△ 25

△ 11,786

その他調整額（Ｄ）

当期総損益（Ｂ-A+Ｃ+Ｄ）

経常費用（Ａ）

経常収益（Ｂ）

臨時損益（Ｃ）
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③キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

金額

41,556

人件費支出 △ 21,531
運営費交付金収入 109,769
補助金等収入 60,415
受託収入 32,436
その他収入・支出 △ 139,534

△ 46,738

△ 2,138

△ 6

△ 7,326

59,748

52,422

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ⅵ資金期首残高（Ｆ）

Ⅶ資金期末残高（Ｇ＝Ｆ＋Ｅ）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ）

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ）

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ）

Ⅳ資金に係る換算差額（Ｄ）

 
 

④行政サービス実施コスト計算書 （単位：百万円）

金額

187,165
損益計算書上の費用 209,702
（控除）自己収入等 △ 22,537

25,466

Ⅲ損益外減損損失相当額 0

Ⅳ損益外利息費用相当額 1

573

4

969

2,009

△ 2,457

213,730

Ⅶ引当外退職給付増加見積額

Ⅷ機会費用

Ⅹ行政サービス実施コスト

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅸ（控除）法人税等及び国庫納付額

Ⅰ業務費用

Ⅱ損益外減価償却相当額

Ⅵ引当外賞与見積額

Ⅴ損益外除売却差額相当額

 

 

 

４．財務諸表の科目 

 ①貸借対照表 

科目 説明 

現金及び預金 当座預金及び普通預金 

その他（流動資産） 未成受託業務支出金、貯蔵品等 

有形固定資産 人工衛星、土地、建物など長期にわたって使用または利用する有

形の固定資産 

無形固定資産 ソフトウェア、工業所有権仮勘定等 

投資その他の資産 

 

長期前払費用など有形固定資産及び無形固定資産以外の固定

資産 
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科目 説明 

前受金 受託契約に伴う給付の完了前に受領した額 

その他（流動負債） 未払金等 

資産見返負債 中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金により償却資産及び

重要性が認められるたな卸資産を取得した場合、補助金等によ

り、補助金等の交付目的に従い償却資産を取得した場合等に計

上される負債 

長期リース債務 ファイナンス・リース契約に基づく負債で、１年を超えて支払期限

が到来し、かつ、１件当たりのリース料総額又は一つのリース契約

の異なる科目毎のリース料総額が３百万円以上のもの 

国際宇宙ステーション未履行

債務 

「きぼう」日本実験棟の打上げに係る機構と米国航空宇宙局の双

方が行う提供済みサービスの差異、及びシステム運用共通経費に

係る機構が未履行のサービス価額 

その他(固定負債) 資産除去債務 

政府出資金 政府からの出資金 

その他（資本金） 民間からの出資金 

資本剰余金 国から交付された施設整備費補助金などを財源として取得した資

産で財産的基礎を構成するもの 

繰越欠損金 機構業務に関連して発生した欠損金の累計額 

 

 ②損益計算書 

科目 説明 

人件費（業務費） 

 

機構業務に係る給与、賞与、法定福利費等、職員等に要する    

経費 

減価償却費（業務費） 機構業務に係る固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費 

その他（業務費） 機構業務に係る業務委託費、研究材料費及び消耗品費等 

人件費（受託費） 

 

受託業務に係る給与、賞与、法定福利費等、職員等に要する経

費 

減価償却費（受託費） 受託業務に係る固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費 

その他（受託費） 受託業務に係る業務委託費、研究材料費及び消耗品費等 

人件費（一般管理費） 

 

管理部門に係る給与、賞与、法定福利費等、職員等に要する    

経費 

減価償却費（一般管理費） 管理部門に係る固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費 

その他（一般管理費） 管理部門に係る業務委託費等 

財務費用 支払利息等 

運営費交付金収益 受け入れた運営費交付金のうち、当期の収益として認識したもの 

補助金等収益 国からの補助金等のうち、当期の収益として認識したもの 

施設費収益 施設整備費補助金を財源とする支出のうち、固定資産の取得原

価を構成しない支出について、費用処理される額に相当する額の

収益への振替額 

受託収入 国及び民間等からの受託業務のうち、当期の収益として認識した
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科目 説明 

もの 

その他（経常収益） 資産見返負債戻入、雑益等 

臨時損益 主に非経常的に発生した損益を集計したもの 

その他調整額 法人税、住民税及び事業税の要支払額 

 

 ③キャッシュ・フロー計算書 

科目 説明 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 

通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等

による収入、サービスの購入等による支出、人件費支出等が該当 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る

資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等による収入・支出が

該当 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

リース債務の返済による支出等が該当 

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額 

 

 ④行政サービス実施コスト計算書 

科目 説明 

業務費用 行政サービス実施コストのうち、損益計算書に計上される費用 

その他の行政サービス 

実施コスト 

損益計算書に計上されないが、行政サービスの実施に費やされた

と認められるコスト 

損益外減価償却相当額 償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されな

いものとして特定された資産の減価償却費相当額 

損益外減損損失相当額 中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損

失相当額 

損益外利息費用相当額 費用に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定

された除去費用等のうち、時の経過による資産除去債務の調

整額 
損益外除売却差額相当額 資本取引により取得した固定資産の除却・売却により発生し

た除売却差額相当額及び独立行政法人会計基準第９９により

生じた国庫納付差額 
引当外賞与見積額 財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞

与引当金見積額 

引当外退職給付増加見積額 財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退

職給付引当金増加見積額 

機会費用 国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により

賃借した場合の本来負担すべき金額等 

(控除)法人税等及び国庫納

付額 

業務費用のうち、行政サービス実施コストから控除される金額 
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５．財務情報 

(1)財務諸表の概況 

 

①経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務データの経年

比較・分析 

 

（経常費用） 

     平成２５年度の経常費用は207,192百万円と、前年度比2,207百万円の増（1%増）となっている。これ

は、業務費が増加したほか、受託費が減少となったことが主な要因である。 

 

（経常収益） 

平成２５年度の経常収益は197,862百万円と、前年度比28,861百万円の減（13%減）となっている。こ 

れは、運営費交付金収益のほか、受託収入が減少となったことが主な要因である。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況から、平成２５年度の当期総損益は△11,786百万円と、前年度比35,821百万

円の減（149%減）となっている。 

 

（資産） 

平成２５年度の資産は、628,567百万円と、前年度比45,583百万円の減（7%減）となっている。これは、

人工衛星が減少となったことが主な要因である。 

 

（負債） 

平成２５年度の負債は、389,801百万円と、前年度比19,296百万円の減（5%減）となっている。これは、

資産見返補助金等のほか、資産見返運営費交付金が減少となったことが主な要因である。 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、41,556百万円と、前年度比16,261百万円の収

入増（64%増）となっている。これは、受託業務活動に伴うその他経費支出が前年度比23,132百万円の

減（41%減）となったことが主な要因である。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、△46,738百万円と、前年度比11,819百万円の

支出減（20%減）となっている。これは、有形固定資産の取得による支出が前年度比11,803百万円の

減（18%減）となったことが主な要因である。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２５年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、△2,138百万円と、前年度比634百万円の支出

減（23%減）となっている。これは、リース債務の返済による支出が前年度比637百万円の減（23%減）と

なったことが主な要因である。 

 

表　主要な財務データの経年比較
（単位：百万円）

経常費用 268,650 205,050 219,468 204,985 207,192
経常収益 227,834 187,659 216,620 226,724 197,862
当期総損益 （注1） △ 27,311 △ 17,415 （注2） △ 3,072 24,035 （注3） △ 11,786
資産 653,731 667,081 692,436 674,151 628,567
負債 333,478 389,091 434,837 409,097 389,801
利益剰余金（又は繰越欠損金） △ 8,624 △ 26,039 △ 29,112 △ 5,076 △ 16,862
業務活動によるキャッシュ・フロー 56,075 69,095 86,826 25,294 41,556
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 50,082 △ 54,892 △ 27,809 △ 58,557 △ 46,738
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,011 △ 2,930 △ 3,043 △ 2,771 △ 2,138
資金期末残高 28,526 39,799 95,775 59,748 52,422

区分
２３年度

第２期中期目標期間 第３期中期目標期間

２５年度２１年度 ２２年度 ２４年度

 

（注1） 前年度比45,998百万円の著しい減少が生じている。これは、業務費が増加したことが主な要因である。 

（注2） 前年度比14,343百万円の著しい増加が生じている。これは、業務費が減少したことが主な要因である。 

（注3） 前年度比35,821百万円の著しい減少が生じている。これは、運営費交付金収益が減少したことが主な要因で 

ある。 

 

②セグメント事業損益の経年比較・分析 

 

セグメント情報の開示区分については、従来、「衛星による宇宙利用」「宇宙科学研究」「宇宙探査」

「国際宇宙ステーション」「宇宙輸送」「航空科学技術」「宇宙航空技術基盤の強化」「その他業務」及

び「法人共通」としていたが、当期から第３期中期目標期間の中期計画が設定されたことに伴い、当中

期計画の区分に従い、「測位、リモートセンシング、通信・放送衛星」「宇宙輸送システム」「宇宙科学・

宇宙探査」「有人宇宙活動」「宇宙太陽光発電研究開発」「航空科学技術」「横断的事項」「その他業

務」及び「法人共通」へ変更している。 

 なおセグメント情報の入手にあたって、セグメントの区分に対応した組織及び事業が、中期計画の

変更に伴い大幅に改訂されており、セグメント事業損益の経年比較・分析を行うことが困難なため、当

年度のセグメント情報のみを記載している。 
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表　事業損益の経年比較
（単位：百万円）

A測位、リモートセンシング、通信・放送衛星 - - - - △ 1,824
B宇宙輸送システム - - - - △ 1,973
C宇宙科学・宇宙探査 - - - - △ 949
D有人宇宙活動 - - - - 2,374
E宇宙太陽光発電研究開発 - - - - △0
F航空科学技術 - - - - △ 808
G横断的事項 - - - - △ 92
Hその他業務 - - - - △ 5,819
法人共通 - - - - △ 239
合計 △ 40,816 △ 17,391 △ 2,848 21,739 △ 9,330

２５年度２３年度
第２期中期目標期間 第３期中期目標期間

区分
２４年度２１年度 ２２年度

 

（注） 平成２５年度よりセグメント区分の変更を行ったため、セグメント数値は２５年度のみ表示。 

 

③セグメント総資産の経年比較・分析 

 

セグメント情報の開示区分については、従来、「衛星による宇宙利用」「宇宙科学研究」「宇宙探査」

「国際宇宙ステーション」「宇宙輸送」「航空科学技術」「宇宙航空技術基盤の強化」「その他業務」及

び「法人共通」としていたが、当期から第３期中期目標期間の中期計画が設定されたことに伴い、当中

期計画の区分に従い、「測位、リモートセンシング、通信・放送衛星」「宇宙輸送システム」「宇宙科学・

宇宙探査」「有人宇宙活動」「宇宙太陽光発電研究開発」「航空科学技術」「横断的事項」「その他業

務」及び「法人共通」へ変更している。 

 なおセグメント情報の入手にあたって、セグメントの区分に対応した組織及び事業が、中期計画の

変更に伴い大幅に改訂されており、セグメント総資産の経年比較・分析を行うことが困難なため、当年

度のセグメント情報のみを記載している。 

 

表　総資産の経年比較
（単位：百万円）

A測位、リモートセンシング、通信・放送衛星 - - - - 116,317
B宇宙輸送システム - - - - 64,508
C宇宙科学・宇宙探査 - - - - 88,132
D有人宇宙活動 - - - - 168,309
E宇宙太陽光発電研究開発 - - - - 481
F航空科学技術 - - - - 3,432
G横断的事項 - - - - 59,394
Hその他業務 - - - - 86,516
法人共通 - - - - 41,478
合計 653,731 667,081 692,436 674,151 628,567

２５年度２２年度 ２３年度
第２期中期目標期間 第３期中期目標期間

区分
２４年度２１年度

 

（注） 平成２５年度よりセグメント区分の変更を行ったため、セグメント数値は２５年度のみ表示。 
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  ④目的積立金の申請状況、取崩内容等 

 

該当無し 

 

 

  ⑤行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

平成２５年度の行政サービス実施コストは、213,730百万円と、前年度比26,202百万円の増（14%増）

となっている。これは、業務費用が前年度比26,201百万円の増（16％増）となったことが主な要因であ

る。 

 

表　行政サービス実施コストの経年比較
（単位：百万円）

業務費用 231,386 186,097 169,027 160,964 187,165
　　うち損益計算書上の費用 268,869 205,173 222,068 219,376 209,702
　　うち（控除）自己収入等 △ 37,483 △ 19,076 △ 53,042 △ 58,412 △ 22,537
損益外減価償却相当額 37,252 31,161 25,033 23,604 25,466
損益外減損損失相当額 2,352 60 90 - 0
損益外利息費用相当額 - 3 0 0 1
損益外除売却差額相当額 54 40 13 89 573
引当外賞与見積額 △ 169 △ 12 △ 48 △ 179 4
引当外退職給付増加見積額 1,101 659 1,054 1,191 969
機会費用 4,924 4,228 3,167 1,885 2,009
　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 24 △ 24 △ 29 △ 26 △ 2,457

行政サービス実施コスト 276,876 222,211 198,307 187,529 213,730

第３期中期目標期間

２５年度２１年度 ２２年度 ２４年度
区分

２３年度
第２期中期目標期間
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（2）施設等投資の状況 

 

①当事業年度中に完成した主要施設等 

・勝浦Ｓ／Ｘ帯空中線設備（１，１１６百万円） 

・大崎第２発電所（６１６百万円） 

・内之浦３４ｍ系送受信測距装置（５６６百万円） 

・勝浦Ｓ／Ｘ帯送受信測距設備（勝浦設置分）（５４６百万円） 

・大型低速風洞設備（５４２百万円） 

・固体ロケット試験棟（４３８百万円） 

・増田ロケットテレメータ受信設備（２４０百万円） 

・１０ＭＮ疲労試験器（２３９百万円） 

・深宇宙探査送受信運用設備（２３７百万円） 

・非常用家発電設備（中央機械棟）（２１１百万円） 

・空調用中央監視設備（動力棟）（１７７百万円） 

・射点近傍光学式位置計測システム（１７４百万円） 

・クレーン設備（１６５百万円） 

・Ｈ－２Ａロケット射点設備（そのイ）射座設備（#１ＬＰ）（１６２百万円） 

・適合性試験装置（１３４百万円） 

・移動発射台設備（１３０百万円） 

・内之浦２０ｍ系送受信測距装置（１２９百万円） 

・スピン試験装置（１１７百万円） 

・液化水素貯蔵供給所設備（１０８百万円） 

・空力１号館（１０６百万円） 

・消火設備（大崎第２発電所）（１００百万円） 

 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

・過塩素酸アンモニウム保管庫の整備 

・次期飛行安全管制システム対応施設設備の整備・改修 

 

③当事業年度中に処分した主要施設等 

 

該当無し 

 

（注）上記の主要施設等には、取得価額または当該施設等の機能付加に要した金額１億円以上の施設等

を記載しており、機能的維持を目的としたものは除いている。 
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(3)予算・決算の概況 

（単位：百万円）

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入
　　運営費交付金 143,414 143,414 130,392 130,392 132,655 132,655 118,401 118,401 109,769 109,769
　　施設設備費補助金 8,074 8,178 6,498 5,753 8,636 8,883 15,935 9,540 12,336 8,936 翌年度への繰越見合等
　　国際宇宙ステーション開発費補助金 35,671 35,671 40,829 40,358 30,009 26,786 34,149 37,814 33,863 33,863
　　地球観測システム研究開発費補助金 16,881 15,032 16,296 17,062 12,732 10,125 25,047 20,270 24,431 26,524 前年度からの繰越見合等
　　基幹ロケット高度化推進費補助金 - - - - - - - - 6,496 0 翌年度への繰越見合
　　設備整備費補助金 - - - - - - - - 2,632 0 翌年度への繰越見合
　　受託収入 49,234 43,206 57,294 48,204 43,675 50,434 35,306 36,110 36,774 32,359 翌年度への繰越見合等（注１）
　　その他の収入 1,000 721 1,000 917 1,000 795 1,000 1,253 1,000 941

計 254,274 246,223 252,309 242,686 228,706 229,677 229,838 223,388 227,301 212,393
支出
　　一般管理費 7,330 6,955 7,171 6,761 7,014 6,732 6,556 6,612 6,336 6,632
　　事業費 137,084 132,335 124,221 121,286 126,640 123,692 112,845 125,156 104,433 101,532
　　施設設備費補助金経費 8,074 8,167 6,498 5,748 8,636 8,791 15,935 9,411 12,336 8,616 翌年度への繰越等
　　国際宇宙ステーション開発費補助金経費 35,671 35,655 40,829 40,344 30,009 26,753 34,149 37,715 33,863 33,854
　　地球観測システム研究開発費補助金経費 16,881 15,017 16,296 16,914 12,732 10,115 25,047 19,823 24,431 26,242 前年度からの繰越等
　　基幹ロケット高度化推進費補助金経費 - - - - - - - - 6,496 0 翌年度への繰越
　　設備整備費補助金経費 - - - - - - - - 2,632 0 翌年度への繰越
　　受託経費 49,234 42,843 57,294 46,818 43,675 24,801 35,306 54,325 36,774 34,242 前年度からの繰越等（注２）

計 254,274 240,972 252,309 237,871 228,706 200,885 229,838 253,042 227,301 211,117

区分 ２５年度２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度
第２期中期目標期間 第３期中期目標期間

 

（注１、２）「受託収入」及び「受託経費」には、情報収集衛星の受託に係る収入及び支出を含めて計上している。 

 

（4）経費削減及び効率化目標との関係 

当法人においては、第３期中期目標の中で、「業務の見直し、効率的な運営体制の確保等により、

一般管理費について、法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務的経費等の特殊

要因経費を除き、平成 24 年度に比べ中期目標期間中に 15％以上の効率化を図る。」とされている。 

この目標を達成するため、管理業務の効率化による一般管理費における物件費（特殊要因経費を

除く）の削減を図っていくところである。なお、平成 25 年度は、東京事務所移転に伴う現状回復費等

の増加要因があったが、効率化目標は達成見込み。 

 

一般管理費の経年比較 

      （単位：百万円） 

区分 
24 年度（基準年度） 

当中期目標期間 

25 年度 

金額 比率 金額 比率 

一般管理費の物件費 

（特殊要因経費を除く） 
2,206  100% 2,223  101% 
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６．事業の説明 

（１）収益構造 

機構の経常収益は、197,862 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 71,693 百万円（収益の

36%）、受託収入 21,428 百万円（収益の 11%）、補助金等収益 40,165 百万円（収益の 20%）、施設費収

益566百万円（収益の0.3%）、資産見返負債戻入63,133百万円（収益の32%）、その他876百万円（収

益の 0.4%）となっている。 

事業別の収益構造については（２）の記載のとおりである。 

 

（２）財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 

機構では、事業単位セグメントで管理しているため、以下セグメント別の財務データに沿って財務デ

ータ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明を行う。 

 

A 測位、リモートセンシング、通信・放送衛星 

測位衛星初号機「みちびき」を内閣府の受け入れ準備が整うまでの間、維持しつつ、世界的な衛星測位

技術の進展に対応し、利用拡大、利便性の向上、測位衛星関連技術の研究開発に取り組む。 

関係府省と連携を取りつつリモートセンシング衛星の開発を行う。また、衛星データ利用拡大について、

官民連携により取り組むことで衛星運用を効率化するとともに、衛星データの利用技術の開発や実証を行

う。 

通信・放送衛星の大型化の動向を踏まえて将来の利用ニーズを見据えた要素技術の研究開発、実証等

を行う。また、光衛星通信技術の研究を行う。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

1,987 1,740 4,579 - 13,957 6,737 2,155 31,155 6,646 318 7,294 97 14,646 329 29,331 △ 1,824

測位、リモートセンシング、通信・放送衛星

事業損益

事業費用 事業収益

 

 

B 宇宙輸送システム 

我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケット及びＨ－ⅡＢロケットについて、一層の信頼性の向上を図る

とともに、技術基盤の維持・向上を行い、世界最高水準の打上げ成功率を維持する。Ｈ－ⅡＡロケットにつ

いては、打上げサービスの国際競争力の強化を図る。 

固体ロケットシステムについて、打上げ需要に柔軟かつ効率的に対応でき、低コストかつ革新的な運用

性を有するイプシロンロケットの研究開発を行うとともに、その高度化により更なる低コスト化を目指す。 

また、液化天然ガス推進系等の将来輸送技術について、引き続き研究開発を行う。 
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（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

2,368 6,390 1,593 - 3,768 8,273 1,587 23,980 17,685 26 - 87 4,117 92 22,007 △ 1,973

宇宙輸送システム

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

C 宇宙科学・宇宙探査 

人類の知的資産及び我が国の宇宙開発利用に新しい芽をもたらす可能性を秘めた革新的・萌芽的な

技術の形成を目的とし、宇宙物理学、太陽系科学、宇宙飛翔工学、宇宙機応用工学及び学際科学にお

いて、長期的な展望に基づき、また、一定規模の資金を確保しつつ、我が国の特長を活かした独創的かつ

先端的な宇宙科学研究を推進し、世界的な研究成果をあげる。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

2,777 922 11,813 - 7,513 2,463 1,642 27,130 8,177 174 8 28 17,634 161 26,182 △ 949

宇宙科学・宇宙探査

事業費用 事業収益

事業損益

 

※平成 25 年 9 月 14 日に打上げられたイプシロンロケット／惑星分光観測衛星「ひさき」については、耐用年数 1 年未満であること

から、打上げ時に費用化し、「研究材料費及び消耗品費」に９８億円計上しています。 

 

D 有人宇宙活動 

国際宇宙基地協力協定の下、我が国の国際的な協調関係を維持・強化するとともに、人類の知的資産

の形成、人類の活動域の拡大及び社会・経済の発展に寄与することを目的とし、国際宇宙ステーション

（ISS）計画に参画する。 

ISS における宇宙環境利用については、これまでの研究成果の経済的・技術的な評価を十分に行うとと

もに、将来の宇宙環境利用の可能性を評価し、ISS における効率的な研究と研究内容の充実を図る。また、

ISS からの超小型衛星の放出による技術実証や国際協力を推進する。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

1,992 1,729 3,904 21,712 18,057 5,888 1,127 54,409 3,348 8 32,853 9 20,492 72 56,782 2,374

事業費用 事業収益

事業損益

有人宇宙活動
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 E 宇宙太陽光発電研究開発 

我が国のエネルギー需給見通しや将来の新エネルギー開発の必要性に鑑み、無線による送受電技術

等を中心に研究を着実に進める。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

71 57 54 - 43 24 6 256 167 - - - 89 - 256 △0

宇宙太陽光発電研究開発

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

F 航空科学技術 

エンジンの高効率化、現行及び次世代の航空機の低騒音化並びに乱気流の検知能力向上等について、

実証試験等を通じて環境と安全に関連する研究開発に取り組む。 

防災対応について、関係機関と積極的に連携した上で、無人機技術等必要となる研究開発を推進す

る。 

産業界等の外部機関における成果の利用の促進を図り、さらに、関係機関との連携の下、公正中立な

立場から航空分野の技術の標準化、基準の高度化等に貢献する取組を積極的に行う。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

2,121 180 1,494 - 613 1,174 373 5,954 4,191 - - 2 948 5 5,146 △ 808

航空科学技術

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

G 横断的事項 

利用拡大のための総合的な取り組み、技術基盤の強化及び産業競争力強化への貢献、宇宙を活用し

た外交・安全保障政策への貢献と国際協力、相手国ニーズに応えるインフラ海外展開の推進、効果的な

宇宙政策の企画立案に資する情報収集・調査分析機能の強化、人材育成、持続的な宇宙開発利用のた

めの環境への配慮、情報開示・広報、事業評価の実施に関する業務を行う。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

4,356 2,161 2,808 - 5,481 7,874 6,338 29,019 23,052 443 5 284 4,977 165 28,927 △ 92

横断的事項

事業費用 事業収益

事業損益
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H その他業務 

受託事業等、上記以外の業務。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

1,103 5 59 - 6,060 18,519 573 26,318 40 20,459 - - 0 0 20,499 △ 5,819

その他業務

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

 法人共通 

配賦が不能なもので、主なものは管理部門経費等である。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及び

消耗品費
国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ

分担等経費
減価

償却費
役務費 その他 計

運営費交
付金収益

受託収入
補助金等

収益
施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

4,379 1 68 - 289 1,178 3,057 8,972 8,387 - 4 58 230 53 8,733 △ 239

事業費用 事業収益

事業損益

法人共通
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Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考
① ② ① － ②

収入

109,768,846,000 109,768,846,000 0

施設整備費補助金 12,336,108,000 8,936,123,000 3,399,985,000 翌年度への繰越見合等

国際宇宙ステーション開発費補助金 33,863,370,000 33,863,370,000 0

地球観測システム研究開発費補助金 24,430,961,000 26,524,252,541 △ 2,093,291,541 前年度からの繰越見合等

基幹ロケット高度化推進費補助金 6,495,632,000 0 6,495,632,000 翌年度への繰越見合

設備整備費補助金 2,631,507,000 0 2,631,507,000 翌年度への繰越見合

受託収入 36,774,339,000 32,359,411,382 4,414,927,618 翌年度への繰越見合等（注１）

その他の収入 1,000,000,000 940,949,387 59,050,613

227,300,763,000 212,392,952,310 14,907,810,690

支出

一般管理費 6,336,051,000 6,631,672,803 △ 295,621,803

（公租公課を除く一般管理費） 5,452,027,000 5,759,547,224 △ 307,520,224

うち、人件費（管理系） 3,269,440,000 3,492,793,365 △ 223,353,365
組織・事業見直しへの対応等によ
る

うち、物件費 2,182,587,000 2,266,753,859 △ 84,166,859

うち、公租公課 884,024,000 872,125,579 11,898,421

104,432,795,000 101,531,776,111 2,901,018,889

うち、人件費（事業系） 12,032,765,000 11,699,424,681 333,340,319

92,400,030,000 89,832,351,430 2,567,678,570 翌年度への繰越等

施設整備費補助金経費 12,336,108,000 8,616,310,256 3,719,797,744 翌年度への繰越等

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 33,863,370,000 33,853,959,678 9,410,322

地球観測システム研究開発費補助金経費 24,430,961,000 26,241,862,392 △ 1,810,901,392 前年度からの繰越等

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 6,495,632,000 0 6,495,632,000 翌年度への繰越

設備整備費補助金経費 2,631,507,000 0 2,631,507,000 翌年度への繰越

受託経費 36,774,339,000 34,241,855,877 2,532,483,123 翌年度への繰越等（注２）

227,300,763,000 211,117,437,117 16,183,325,883

（注１、注２）

　「受託収入」及び「受託経費」には、情報収集衛星の受託に係る収入及び支出を含めて計上しております。

計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費
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IV. 短期借入金 

   なし 

 

Ⅴ.不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

【年度実績】 
 年度当初に計画された以下（１）の処分案件、及び年度当初に計画された処分案件ではないが、

以下（２）の件について、平成２５年度の独立行政法人評価委員会で審議され、独立行政法人宇宙

航空研究開発機構の不要財産の処分に関し国庫納付が完了した。 

 

（１）野木レーダーステーション（土地の一部を除く。）の国庫納付 

 ① 国庫納付した財産の内容 

(a) 所在地 鹿児島県西之表市安城字鹿毛馬頭 3409-1 他 17筆 

(b) 区分  土地、建物、工作物 

(c) 種目  宅地、雑種地、山林 

(d) 数量  土地：３３，３５３．０６㎡、建物：４棟（延床面積、１，６５８．４８㎡）、 

工作物：一式 

 

② 国庫納付の状況 

(a) 国庫納付通知     平成２５年４月２４日付１３宇航財務０４１２００４ 

(b) 国庫納付期日の通知  平成２５年６月２７日付２５受文科開第２９７号総国宇第２８号 

（納付期日：平成２５年９月３０日までとする。） 

(c)国庫納付        平成２５年９月３０日 

 

（２）第２期中期目標期間終了時における運営費交付金の精算収益化額に相当する額の資金の国庫

納付 

 ① 国庫納付した財産の内容 

本財産は、第2期中期目標期間最終年度の平成24年度末における、運営費交付金の精

算収益化に相当する額の資金であるが、当該年度に、独立行政法人通則法第44条第1
項及び第2項（利益及び損失の処理）の規定による会計処理を行った結果、繰越欠損金

が生じたため、JAXA法第23条第3項（積立金の処分）の規定による国庫納付とならず、

現金のまま保有していたもの。 
当該現金は、第3期中期目標期間で使用する合理的な理由がなく、仮に積立金が生じ

ていれば国庫納付していたことから独立行政法人通則法第8条（財産的基礎等）の規定

による不要財産としたものである。 
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② 国庫納付の状況 

(a)認可申請 平成２６年３月５日付１３宇航財務部０３０４００２ 

(b)認可通知 平成２６年３月２６日付２５受文科開第１８６９号総国宇第６号 

(c)国庫納付 平成２６年３月３１日 

 

Ⅵ. 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

【年度実績】 

 年度当初に計画された以下（１）の譲渡案件、及び年度当初に計画された譲渡の案件ではないが、

以下（２）の件について、平成２５年度の独立行政法人評価委員会で審議され、独立行政法人宇宙

航空研究開発機構の重要な財産の処分に関し譲渡が完了した。 

（１）野木レーダーステーション（国庫納付しない残余部分。）の譲渡 

①  処分した財産の内容 

(a) 所在地 鹿児島県西之表市安城字鹿毛馬頭 3409-5 他 1筆 

(b) 区分  土地 

(c) 種目  雑種地 

(d) 数量  １３９㎡ 

(e) 処分の目的 処分した土地は、近隣の者の私道の一部として利用されていることから、 

近隣の者へ有償譲渡した。 

 

② 処分の状況 

(a) 売買契約締結  平成２５年７月２９日 

 

（２）長坪退避室、川原瀬退避室の譲渡 

① 処分した財産の内容 

(a) 所在地  鹿児島県肝属郡肝付町南方字丸塚１８４６－３８他１筆 

(b) 区分  建物、構築物 

(c) 数量  建物：２棟（延床面積、１６1．０６㎡）、構築物：一式 

(d) 処分の目的 肝付町が行う宇宙公園の整備の中で利用するため、肝付町に無償譲渡した。 

   （参考）両退避室は、民有地上に整備されたものであり、土地を返還するに当たっては建物 

解体費用（約７，２３６千円）が必要となるが、肝付町へ無償譲渡することにより建 

物解体費用が不要となった。なお、両退避室を肝付町へ譲渡することについては、そ 

れぞれの土地所有者から同意を得ている。 

 

② 処分の状況 

(a) 主務大臣認可 平成２６年３月２６日付２５受文科開第１８７５号総国宇第７号 
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(b) 無償譲渡   平成２６年３月３１日 

 

Ⅶ. 剰余金の使途 

   なし 
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Ⅷ.4 中期目標期間を超える債務負担 

   なし 

 

Ⅷ.5 積立金の使途 

   なし 
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